
人文学・社会科学の
データ共有基盤について

前田 幸男
日本学術振興会

人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進センター
研究員

東京大学大学院情報学環 教授
ymaeda@iss.u-tokyo.ac.jp

JAPAN OPEN SCIENCE SUMMIT 2019
5月28日10 : 00～11 : 30
E1 人文・社会科学におけるオープンサイエンス



前置き
• 社会科学データと言ってもその内容は多様である。

• 無作為抽出に基づく標本調査データ
• 経済時系列データ
• 国家や紛争を単位とした国際政治データ
• 政治家の声（音声）や選挙ポスター（画像）
• 実験データ

• ここでは、主に標本調査データの共有基盤について議論する。
• JSPSが推進している活動の具体的内容ではなく、このよう
なプログラムが必要とされる学術的・政策的背景について論
ずる。

• 本日の話はあくまで個人的見解です。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
＜北本さんから頂いたメイルを貼り付け＞

このセッションでは、このたびスタートした「人文学・社会科学データインフラストラクチャー構築プログラム」をぜひ紹介したいと考えています。今回はどちらかというと、個別の拠点機関の運用の話よりも、なぜこのようなプロジェクトが必要かという政策的な観点からの話がよいと考えています。

さて、私自身の問題意識は、人文・社会科学におけるオープン化（オープンサイエンス）が、より良い研究にどのようにつながるかという点にあります。「より良い研究」が具体的に何なのかは、人によって様々でしょう。良いことがあれば、一方で難しいことや悪いこともあります。ただ、人文・社会科学研究が今のままでよいわけではない、という危機感は多くの人々に共有されているはずで、その閉塞感（？）に対する突破口の一つとして、オープンサイエンスを位置付けられないかと考えています。 ��ただ皆様の講演は、必ずしもこの路線に沿ったものにしていただく必要はなく、基本的にはオープンサイエンスに関するものなら何でも構いません。また聴衆にはライブラリアンやURAなどの方々も多いので、研究者目線だけに終始せず、広い意味での研究コミュニティに目配りしていただけると助かります。 

まず国レベルの活動について、東大／日本学術振興会の前田幸男先生に、「人文学・社会科学データインフラストラクチャー」を構築する意義、国際的な比較や日本の立ち位置などのテーマで話題提供いただきます。 �



集合行為問題

• 社会全体の最適解と個々人の利己的行動との関係
• 市場メカニズムに委ねると社会全体としては十分
な公共財が供給されない。

• フリーライダーが発生する
• 解決策は二つ

• 政府・独占的権力による公共財提供
• 利己的行動と公共財提供が連動する制度設計
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社会調査データを保存・共有する理由（1）
• 公文書や書簡が重要な歴史的な資料であるように、
確率抽出された標本調査個票データは、その時代の
社会の姿を記録する重要な資料である。

• 大規模標本調査には費用がかかる
• 計画標本3000人、回収率50％、回答者数1500人程度の
選挙調査で最低2000万円程度の予算が必要。

• データの収集・整理には相当の時間がかかる。希少
な資源を効率的に利用するためには、データを共有
する方が賢明。
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社会調査データを保存・共有する理由（２）

•多くの調査データは異なる観点からも分析可能
• 費用および回答者への負担を考えると、既存データ
で分析可能ならば、新しくデータを収集する必要は
ない（収集しないほうが良い）。

•社会科学における再現性を保証する必要がある。
• Michael LaCour事件（データのねつ造）
• 社会科学の主要ジャーナルは再現に必要な資料
（データとコードの）提出を査読の条件として要求

• DA-RT (Data Access and Research Transparency)
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データの保存・共有が進まない理由（1）

• 文化の問題
• 所有権意識が強く、外部の研究者とデータを共有した
がらない（長期的にはデータが散逸する危険性）。

• 他の研究者が自分のデータに興味を持つと思わない。
• 誘因の不足

• 研究者は研究業績で評価が定まる。
• データの共有は潜在的競争相手を利する行為
• データを共有するには手間と暇がかかる。
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データの保存・共有が進まない理由（２）

• 技術的問題１（情報技術）
• データ共有に必要なメタデータの内容がわからない
• 適切な機械可読ファイルの形式がわからない。
• データ・ファイルが劣化して読めなくなった。

• 技術的問題２（法的・倫理的側面）
• データを共有することを事前に検討せずに調査に着手
• 他者のデータを加工した場合、共有可能なのか不明
• データの所有権について理解がまちまち
• 秘匿処理の手順や基準がわからない。
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データの保存・共有が進まない理由（３）

• 制度・組織の問題
• 誰がデータ共有のための時間・費用を負担するのか。
• データの共有を橋渡しする組織・制度の不在
• データの共有について指導・助言する組織の不在

• 10年ほど前にフィンランドとスウェーデンについて
それぞれまとめられた報告書の内容は、現在の日本
の状況と共通している。
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ヒトに関するデータの難しさ プライバシー
• 調査に際して、次のような説明を行うことが多い。

「回答はすべて統計的に処理されますので、回答の内容
から個人が特定されたりすることはありません。またも
ちろん、回答内容が第三者に伝わるようなことはありま
せん。」

• 住民基本台帳の閲覧について
• 閲覧者、調査名そして閲覧範囲（丁目）が公表される。

• 学術利用に限るという慣行が根強い
• 民間企業の研究員や一般市民の方に対する利用の道は閉
ざしていることが一般的。完全にオープンではない。
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政策的に何が必要とされるか

• 文化の問題（研究者コミュニティー）
• 長い時間をかけて変えていくしかない

• 誘因の不足（研究助成団体・研究者コミュニティー）
• データ・メタデータの準備を研究費に積算することを認める。
• データの引用を制度化する。
• データの共有・DMPを研究助成の条件にする

• 技術的問題（公的機関・研究助成団体）
• 基準やガイドラインを信頼できる機関が提示することで緩和

• 制度・組織の問題
• 国・公的機関が組織的努力を支援することで対応可能
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諸外国の政策的対応
• OECD, "OECD Principles and Guidelines for Access to 

Research Data from Public Funding" 2007

• ESRC “ESRC Research Data Policy” 2018
• NSF Social, Behavioral and Economic Sciences Directorate 

“Data Management for NSF SBE Directorate Proposals and 
Awards” 2018

他国も当然 Data Policy はあるが、社会科学に特化したものは多くない
かもしれない。
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欧米の社会調査・統計調査データアーカイブ（例）
• アメリカ（1962） Inter-University Consortium of Political and Social Research 

(ICPSR) https://www.icpsr.umich.edu
• ドイツ（1960/1986） Gesellschaft Sozialwissenschaftlicher 

Infrastruktureinrichtungen (GESIS) https://www.gesis.org/en/home/
• オランダ （1964/2005） Data Archiving and Networked Services (DANS) 

https://dans.knaw.nl/en
• イギリス (1967) UK Data Archive (UKDA) http://www.data-archive.ac.uk/

(2011) UK Data Service https://www.ukdataservice.ac.uk/
• ノルウェー（1971/2015）NSD - Norwegian Centre for Research Data

http://www.nsd.uib.no/nsd/english/
• フィンランド（1999) Finnish Social Science Data Archive - FSD 

http://www.fsd.uta.fi/en/
• スウェーデン（？/2008）Swedish National Data Service – SND
• https://snd.gu.se/en

12

プレゼンター
プレゼンテーションのノート

SND

SND’s mandate is provided by the Swedish Research Council. SND is located in Gothenburg and hosted by the University of Gothenburg.

https://snd.gu.se/en/about-us


NSD

Within the fields NSD operates, three factors have been of crucial importance in making favourable conditions for accessing data:
The Research Council of Norway has provided the resources required for developing NSD as a national infrastructure facility for access to data for research.
Statistics Norway has chosen NSD as a channel for data dissemination for research.
The Norwegian Data Inspectorate has chosen NSD as its partner for implementation of the statutory data privacy requirements in the research community.
NSD is a Limited Company owned by the Ministry of Education and Research.
https://nsd.no/nsd/english/index.html




https://www.icpsr.umich.edu/
https://www.gesis.org/en/home/
https://dans.knaw.nl/en
http://www.data-archive.ac.uk/
https://www.ukdataservice.ac.uk/
http://www.nsd.uib.no/nsd/english/
http://www.fsd.uta.fi/en/
https://snd.gu.se/en


欧米主要アーカイブが実施している活動
（Funding Agency や National Academy が求める活動）

• 質の高いデータ（とメタデータ）の保存と共有
• データの二次利用の促進
• データ利用に関する学習機会の提供
• データの保存・共有の実践への助言
• ガイドラインの提示
• データの共有を促進する活動

• 方法論、プライバシーの保護、研究倫理等も含まれる。

13例えば、UKDS, SND, NSD

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
UKDS,　SND, NSD のページの記述は似たり寄ったり

https://snd.gu.se/en/about-us


https://ukdataservice.ac.uk/about-us.aspx
We provide:
    Access to high-quality local, regional, national and international social and economic data
    Support for policy-relevant research in the higher education, public and commercial sectors
    Guidance and training for the development of skills in data use 
    The development of best practice data preservation and sharing standards
    The sharing of expertise with international data providers to remove barriers to accessing data


https://nsd.no/nsd/english/




JSPSの活動

• 昨年度、公募で４機関を選定。
• 大阪商業大学、慶應義塾大学、東京大学、一橋大学

• 各機関は所蔵データと強みを生かして、データの
共有化・国際化を推進。

• JSPSは、各機関と協力しつつ活動。
• 本年度から来年度にかけて、データ共有に関する
ガイドライン／手引きを検討。
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（一般論として）政策的効果

• 研究の発展
• データの利用可能性が高まると、研究の数は増える。
質も高まる。

• ただし、効果が明示的に出るまでは時間がかかるだ
ろう。

• 研究者養成
• データが利用できる、できないは、研究内容だけで
はなく、研究者の進路にも大きな影響がある。
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データの保存と共有を支える組織・人材の必要

• データの共有活動を支える組織とその組織を担う専門
的能力を持つ職員が必要。

• 諸外国ではデータ・アーカイブの常勤職員が、手引き
やガイドラインについて調査・研究

• 諸外国ではデータの保存・共有に関する専門職のキャ
リアパスがある程度成立（政府機関データ部門・学術
調査機関・レポジトリ・図書館等の間を異動）。

• 研究者が片手間でやるものではない。
• 大学の一部局がやるものでもない。
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